
◎日本たばこ産業株式会社法の一部を改正する法律
（平成一四年四月一九日法律第二七号）　　

一、提案理由（平成一四年四月三日・衆議院財務金融委員会）

○塩川国務大臣　ただいま議題となりました日本たばこ産業株式会社法の一部を改正す

る法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。

　政府は、日本たばこ産業株式会社の民営化を段階的に進める観点から、同社の株式の

政府保有比率の引き下げを行うとともに、同社が機動的に新株等の発行を行い得るよう

にするため、本法律案を提出した次第であります。

　以下、その法律案の内容につきまして、御説明申し上げます。

　第一に、政府は、日本たばこ産業株式会社の成立時に無償で譲り受けた同社の株式の

総数の二分の一以上、すなわち百万株以上の株式を保有していなければならないことと

するとともに、政府の株式保有比率を、当分の間、日本たばこ産業株式会社の発行済み

株式総数の三分の二以上とする附則の規定を廃止することとしております。

　第二に、政府保有比率低下の歯どめ措置として、政府は、日本たばこ産業株式会社の

発行済み株式総数の三分の一を超える株式を保有しなければならないこととしておりま

す。

　以上が、日本たばこ産業株式会社法の一部を改正する法律案の提案理由及びその内容

であります。

　何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようにお願い申し上げます。

　ありがどうございました。

二、衆議院財務金融委員長報告（平成一四年四月四日）

○坂本剛二君　ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、日本たばこ産業株式会社の民営化を段階的に進める観点から、同社株式の政

府保有比率の引き下げを行うとともに、同社が機動的に新株等の発行を行えるようにす

るため、所要の措置を講じようとするものであり、以下、その概要を申し上げます。

　第一に、政府の株式保有比率について、日本たばこ産業株式会社の成立のときに政府

に無償譲渡された株式総数の二分の一以上に当たる株式を政府が保有していなければな

らないこととするとともに、政府の株式保有比率を、当分の間、日本たばこ産業株式会

社の発行済み株式総数の三分の二以上とする附則の規定を廃止することとしております。

　第二に、政府保有比率低下の歯どめ措置として、政府は、日本たばこ産業株式会社の

発行済み株式総数の三分の一を超える株式を保有しなければならないこととしておりま

す。

　本案は、去る三月二十日当委員会に付託され、昨四月三日塩川財務大臣から提案理由

の説明を聴取した後、質疑を行い、質疑を終局いたしましたところ、山本幸三君外一名

から、「平成十四年四月一日」と定められている施行期日を「公布の日」に改める修正



案が提出されました。次いで、採決いたしましたところ、本案は多数をもって修正議決

すべきものと決しました。

　以上、御報告申し上げます。

○委員会修正の提案理由（平成一四年四月三日）

○山本（幸）委員　ただいま議題となりました日本たばこ産業株式会社法の一部を改正

する法律案に対する修正案につきまして、提出者を代表いたしまして、その趣旨を御説

明申し上げます。

　この法律の施行期日は、原案では平成十四年四月一日と定めておりますが、既にその

期日が経過しておりますので、これを公布の日に改めるものであります。

　以上が、修正案の趣旨であります。

　何とぞ修正案に御賛同くださいますようお願い申し上げます。

三、参議院財政金融委員長報告（平成一四年四月一二日）

○山下八洲夫君　ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、日本たばこ産業株式会社の民営化を段階的に進める観点から、同社の株

式の政府保有比率を引き下げ、同社が機動的に新株等の発行を行い得るようにするもの

であります。

　委員会におきましては、政府が保有するＪＴ株の売却時期、ＪＴの完全民営化に向け、

政府の関与を縮小する必要性、ＪＴ事業の多角化への取組状況、たばこ税率引上げの可

能性、喫煙と健康問題等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録に譲ります。

　質疑を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。

　以上、御報告申し上げます。


